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１．懲戒処分者数及び分限処分者数について 

（平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日） 

 

 

○ この調査は、各地方公共団体が平成 28 年度（平成 28 年 4 月 1 日から平成 29 年

3 月 31 日まで）に行った懲戒処分及び分限処分に係る職員数の状況を把握するた

めに実施したものである。 

 

○ 調査の対象となる者は、都道府県、政令指定都市、市、特別区、町村、一部事務

組合及び広域連合の事務に従事している一般職に属するすべての職員である。 

 

○ なお、この調査における留意事項は次のとおりである。 

 （１）地方公務員法上、分限処分に係る規定が原則適用除外とされている条件附採

用期間中の職員及び臨時的任用職員のうち、分限処分に準じる措置が行われた

ものは、便宜上分限処分に付された者として調査しているものであること。 

 （２）平成 28 年度中に同一の者が複数回にわたって休職処分に付された場合、そ

の者を１人として計上しているものであること。 
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（１）懲戒処分者数の状況 
 

○ 平成 28 年度中に懲戒処分を受けた職員数は 4,218 人であり、前年度に比べて

30 人減少している。都道府県等では 1,548 人（対前年度比 57 人減）、市町村等

では 2,670 人（同 27 人増）となっている。 

 

○ 行為別にみると、全体では「一般服務違反等関係」1,705 人（40.4％）が最も

多く、次いで「交通事故・交通法規違反」1,008 人（23.9％）、「公務外非行関

係」723 人（17.1％）、「監督責任」552 人（13.1％）、「収賄等関係」131 人（3.1％）、

「給与・任用関係」99 人（2.3％）、「違法な職員組合活動」1 人（0.0％）の順

となっている。 

 

○ 種類別にみると、免職 501 人（対前年度比 20 人増）、停職 858 人（同 53 人増）、

減給 1,276 人（同 54 人減）、戒告 1,583 人（同 49 人減）となっている。 
 

（注） 構成比は四捨五入のため、内訳の合計が 100％にならない。 

 

懲戒処分者数の状況（行為別・種類別）           （単位：人） 

区      分 免 職 停 職 減 給 戒 告 合 計 

一般服務違反等関係 

（不適正な業務処理、勤務態度不良等） 

135 304 618 648 1,705 

(110) (280) (661) (642) (1693) 

交通事故・交通法規違反 

（飲酒運転等） 

94 193 214 507 1,008 

(110) (178) (228) (542) (1058) 

公務外非行関係 

（金銭関係の非行、傷害・暴行等） 

183 313 172 55 723 

(180) (317) (207) (94) (798) 

収賄等関係 

（横領、収賄等） 

87 15 7 22 131 

(78) (12) (3) (11) (104) 

給与・任用関係 

（受験採用の際の虚偽行為等） 

2 33 50 13 98 

(3) (13) (30) (14) (60) 

違法な職員組合活動 

（争議行為等） 

0 0 1 0 1 

(0) (3) (0) (5) (8) 

監督責任 
0 0 214 338 552 

(0) (2) (201) (324) (527) 

合              計 
501 858 1,276 1,583 4,218 

(481) (805) (1330) (1632) (4248) 

（注）１ （ ）内の数字は、前年度の人数を示す。 

２ ２以上の事由により懲戒処分に付された場合は、主たる事由により計上している。 
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（２）分限処分者数の状況 
 

○ 平成 28 年度中に分限処分を受けた職員数は 24,336 人であり、前年度に比べて

2人増加している。都道府県等では 10,888 人（対前年度比 45 人減）、市町村等

では 13,448 人（同 47 人増）となっている。 

 

○ 事由別にみると、全体では「心身の故障の場合」23,958 人（98.4％）が最も

多く、次いで「条例に定める事由による場合」125 人（0.5％）、「刑事事件に関

し起訴された場合」83 人（0.3％）、「職に必要な適格性を欠く場合」72 人（0.3％）、

「職制等の改廃等により過員等を生じた場合」67 人（0.3％）、「勤務実績が良く

ない場合」31 人（0.1％）の順となっている。 

 

○ 種類別にみると、免職 125 人（同 56 人減）、降任 95 人（同 7 人減）、休職

24,110 人（同 62 人増）、降給 6人（同 3人増）となっている。 

  

 

分限処分者数の状況（事由別・種類別）           （単位：人） 

区      分 免 職 降 任 休 職 降 給 合 計 

勤務実績が良くない場合     
14 17 － － 31 

（24） （21） （－） （－） （45） 

心身の故障の場合      
24 26 23,908 － 23,958 

（18） （37） （23854） （－） （23909） 

職に必要な適格性を欠く場合 
20 52 － － 72 

（24） （44） （－） （－） （68） 

職制等の改廃等により 67 0 － － 67 

過員等を生じた場合 （115） （0） （－） （－） （115） 

刑事事件に関し起訴された場合 
－ － 83 － 83 

（－） （－） （79） （－） （79） 

条例に定める事由による場合 
－ － 119 6 125 

（－） （－） （115） （3） （118） 

合         計 
125 95 24,110 6 24,336 

（181） （102） （24048） （3） （24334） 

（注）１ （ ）内の数字は、前年度の人数を示す。 

２ 同一年度中に同一の者が複数回にわたって休職処分に付された場合、その者を１

人として計上している。 

３ ２以上の事由により分限処分に付された場合は、主たる事由により計上している。 



【懲戒処分者数】 （単位：人）

年度 免　　職 停　　職 減　　給 戒　　告 合　　計

28 501 858 1,276 1,583 4,218

27 481 805 1,330 1,632 4,248

26 465 885 1,392 1,670 4,412

25 484 978 1,422 1,847 4,731

24 510 947 1,541 1,764 4,762

23 547 841 1,426 1,800 4,614

22 539 885 1,542 1,952 4,918

21 515 761 1,880 2,827 5,983

20 565 907 1,933 2,251 5,656

19 581 2,509 2,028 15,208 20,326

【分限処分者数】 （単位：人）

年度 降　　任 免　　職 休　　職 降　　給 合　　計

28 95 125 24,110 6 24,336

27 102 181 24,048 3 24,334

26 127 272 24,022 1 24,422

25 107 417 23,688 1 24,213

24 110 939 24,136 0 25,185

23 322 544 24,320 1 25,187

22 134 440 24,111 1 24,686

21 165 971 23,841 1 24,978

20 149 830 23,572 0 24,551

19 175 224 22,287 0 22,686

（注）　  同一年度中に同一の者が複数回にわたって休職処分に付された場合、その者を１
人として計上している。

（参考） 懲戒処分者数及び分限処分者数の推移
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